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第４ 母子保健の関連施策 

 

１ 母子保健体制強化事業 

 平成９年４月に施行された改正母子保健法第８条の規定により、県は、市町村が行う

母子保健事業の実施に関し、市町村相互の連絡調整や市町村の求めに応じた保健所によ

る技術的援助を行うことが定められた。県では、法施行に先駆け、平成 7 年度から市町

村職員の資質向上と関係機関の連携強化を図るため下記の事業を実施している。 

 

（１）母子保健基盤整備事業 

ア 市町村母子保健主管課長会議：平成７年度事業開始 

 これからの母子保健のあり方について、基本的方針を伝達するとともに、市町村

が効率的に乳幼児健康診査などの基本的な母子保健事業を実施するために、県単位

での検討及び調整を行う。 

 

イ 保健所別連携調整会議：平成７年度事業開始 

①保健所が広域的母子保健システムを確立するため、収集された母子保健情報等を

基に市町村等関係機関との協議を行い、これを踏まえて専門的母子保健事業を実施

する。 

②市町村に移譲された母子保健事業の実施状況や問題点の把握などを行い、市町村

における母子保健事業の促進を図る。 

 

ウ 母子保健運営協議会：昭和６３年度設置 

 県内母子保健関係機関(保健・医療・福祉・教育)相互の連絡調整を図り、母子保健

推進のための一貫した協力体制を確立することを目的として、必要な協議を行い県

内母子保健施策の向上に資するため設置した。また、より専門的な内容について協

議するため下記専門部会を設けた。 

年度 専門部会名称 目   的 

H18～H20 不妊治療対策検討専門部会 
不妊治療について必要な協議を行い、

県が行う諸施策の充実を図る。 

H19～H21 
新生児聴覚スクリーニング検査

普及事業検討専門部会 

新生児聴覚スクリーニング検査の普及

について必要な協議を行い、県が行う

諸施策の円滑な実施を図る。 

H19～H21 

H24 

H26～27 

乳児マス・スクリーニング検査

事業検討専門部会 

乳児マス・スクリーニング検査の実施

について必要な協議を行い、県が行う

諸施策の円滑な実施を図る。 

 

エ 埼玉県ＨＴＬＶ－１母子保健感染対策協議会：平成２３年度設置 

 妊婦ＨＴＬＶー１抗体検査実施体制の確立と適切な保健指導のできる体制を確立

し、もって母子保健の向上に資することを目的に設置した。 
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オ 先天性代謝異常等検査事業運営協議会：平成２８年度設置 

 新生児に対して行う先天性代謝異常等検査の円滑な実施体制を確立するため設置

した。 

 

カ 母子保健関係職員研修 

 市町村及び保健所の母子保健関係職員を対象として、地域における新たな健康課

題や、「健やか親子２１」の重点課題に対応した母子保健事業を実施するために、必

要な知識及び技術の習得を目的として研修を実施。 

 

実施年月日 内容 講師 参加者数 

R2.8.6 

 

予期せぬ妊娠に悩む方への 

相談支援 

一般社団法人 

全国妊娠ＳＯＳネットワーク 

医師 佐藤 拓代氏 

助産師 松岡 典子氏 

助産師 赤尾 さく美氏 

施設職員 永塚 博之氏 

68人 

R2.9.23～

R2.9.30 

（オンライ

ン開催） 

発達に課題のある子供の早期

発見・早期支援セミナー 

（基礎編） 

帝京大学文学部心理学科講師 

臨床心理士 稲田 尚子氏 
37人 

R2.11.20～

R2.11.27 

（オンライ

ン開催） 

発達に課題のある子供の早期

発見・早期支援セミナー 

（応用編） 

帝京大学文学部心理学科講師 

臨床心理士 稲田 尚子氏 
33人 

R2.12.25 産後ケア事業の推進 

所沢市健康づくり支援課美甘氏 

熊谷市母子健康センター紫藤氏

朝霞市健康づくり課松本氏 

56人 

R3.2.12～

R3.2.24 

（オンライ

ン開催） 

産後の母親のメンタルヘルス

支援 

きむらメンタルクリニック 

院長 木村 武登氏 
403人 

R3.2.25～

R3.3.3 

（オンライ

ン開催） 

多胎妊産婦等支援の推進 

日本多胎支援協会代表理事 布

施 晴美氏 

同協会理事 田中 輝子氏 

104人 

R3.3.3～

R3.3.12 

（オンライ

ン開催） 

新生児聴覚検査体制整備の推

進 

埼玉県立小児医療センター言語

聴覚士 遠藤 俊介氏 

埼玉県立大宮ろう学園 伊藤 

美和氏 

埼玉県聴覚障害児支援センター

吉浦 詠子氏 

214人 
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（２）親と子の心の健康づくり事業 

   令和２年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、事業を縮小し実施し 

  た。 

ア 子どもの心の健康相談：平成１２年度事業開始  

 何らかの精神的な問題があると思われる児童及びその関係者を対象に、全保健所で

精神科医又は小児科医、臨床心理士等と保健所職員による相談を実施し、適切な機関

の紹介や今後の方針の検討・決定等を行っている。なお、日常業務においても、全保

健所で子供の心の健康に関する相談を受けている。 

 

イ 子どもの心のネットワーク事業：平成１２年度事業開始 

 子供の心の健康問題に携わる関係機関は、保健、医療、福祉、教育、司法、警察等、

多岐に及んでいる。このため、各保健所において、関係機関との連絡会議等の場を整

備し、関係者間による小児精神保健医療に関する共通の認識、情報の共有、ネットワ

ーク化の推進に努めている。 

 

 表 4-1 子どもの心の健康相談（専門相談）学齢別相談者数 

 実数(人) 割合(％) 

就学前 14 13.3 

小学生 61 58.1 

中学生 22 21.0 

16歳以上 8 7.6 

計 105 100.0 

                     （健康長寿課調） 

 

 表 4-2 子どもの心の健康相談事業実施状況 

  H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 

子どもの心の健康相

談（専門相談） 

実施保健所数 13 13 13 13 13 

相談実件数 257 222 161 151 105 

相談延件数 474 325 236 226 182 

小児精神保健医療推

進連絡会議(研修会) 

保健所実施 

延べ回数 
28 28 28 23 11 

子どもの心の健康に

関する相談（保健所

職員による相談） 

相談実人員 573 573 462 330 333 

相談延人員 1,638 2,059 1,719 1,182 624 

（健康長寿課調） 
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ウ 子どもの心の地域子育て支援事業：平成２３年事業開始 

 小児精神医療を行う県内の病院に委託し、保健所職員、市町村保健師及び児童福

祉担当等の専門職を対象とした研修や、行政・医療及び教育関係者を対象としたネ

ットワーク会議を実施した。 

  獨協医科大学越谷病院（現、獨協医科大学埼玉医療センター）に委託して実施 

 研修会受講者数：延５４人（２日間）（R２年度） 

 

エ ふれあい親子支援事業 平成１８年度事業開始 

   令和２年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、事業を縮小し実施 

  した。 

   育児不安・困難感が強い母親、虐待問題を抱えた母親等を対象に、グループミ 

  ーティングを通じて心理的ケアを行うことにより、虐待予防・再発防止を図る。 

 平成１２年度に県３保健所で開始し、平成１８年度から県全保健所で実施する 

こととなった。 

 グループへの新規参加者が得られず事業実施が困難な保健所が生じたため、平成

２９年度に実施要綱の改正を行った。 

 虐待問題を抱えた母親等をグループにつなぐには、関係職員の支援能力向上が重

要であることから、その点を強化する必要性を明記し、各保健所における関係職員

の虐待予防のスキル向上と連携強化への取組についても盛り込んだ。 

 なお、グループミーティングは、虐待問題を抱えた母親等の支援に有効であるこ

とから、引き続き、実施するよう努めている。 

 グループミーティング：県１３保健所中２保健所で実施 参加者数 延７４人（R

２年度） 

 

対象:虐待予備群及び育児不安群 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

育児不安群 

虐待予備群 

虐待群 

保健所の 

支援対象 

市町村の 

支援対象 

健康群 
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内容 

少人数のグループミーティングを月１～２回程度実施 

（臨床心理士、精神科医、保健師等のチームで運営） 

・個別援助との一体化を図る 

・身近な社会資源、市町村との連携 

事業効果 

 同じ悩みを持つ母親たちが集まって、一人では抱えきれない気持ちを自由に語り

合う中で、孤独感がなくなるとともに、自分を振り返ることができ、育児や親子関

係の問題を主体的に解決する力が引き出されていく。 

〇グループ参加後の具体的変化 

・子供にイライラしなくなり叩かなくなった 

・自分一人ではないと思えるようになり孤独感が軽減した 

・子供がかわいく思えるようになった 

・育児に前向きになった 等 
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【参考】児童相談所の児童虐待に関する相談対応状況（さいたま市含む。こども安全課調) 

 表4-3 児童相談所における虐待相談対応件数の推移 

年度 H27  H28  H29  H30  R元 R2  

件数 8,279 11,614 13,095 15,334 17,473 16,902 

増減率 20.1% 40.3% 12.8% 17.1% 13.9% -3.3% 

 

 表4-4 主な虐待者                          （件） 
 

実父 
実父以外の

父親 
実母 

実母以外の

母親 
その他 計 

H30年度 6,107 790 7,434 99 904 15,334 

R元年度 7,162 809 8,463 65 974 17,473 

R2年度 6,849 763 8,045 61 1,184 16,902 

R２割合（％） 40.5 4.5 47.6 0.4 7.0 100.0 

 ※端数処理のため、構成比は必ずしも 100%にならない。 

 

 表 4-5 被虐待児の年齢・種別（R２年度）               （件） 
 

身体的虐待 保護の 

怠慢・拒否 

性的虐待 心理的虐待 計 割合(％) 

0～3歳未満 359 418 8 2,502 3,287 19.4 

3歳～就学前 749 658 21 2,662 4,090 24.2 

小学生 1,480 818 49 3,367 5,714 33.8 

中学生 799 297 39 1,338 2,473 14.6 

高校生他 432 148 25 733 1,338 7.9 

計 3,819 2,339 142 10,602 16,902 100.0 

割合(％) 22.6 13.8 0.8 62.7 100.0  

 

２ 環境保健サーベイランス調査事業：平成２年度事業開始 

 県内の一地域において、３歳児及び６歳児に対し、毎年継続的に健康調査を行い、地

域の大気汚染と健康状態との関連を観察する。国と県で役割を分担し、①環境モニタリ

ング、②健康モニタリング、③①及び②からの情報を中心とするデータ・知見の集積・解

析・評価、④これらに基づく適切な対策の立案・実施の一連の事業を実施している。 

 県は、環境省からの委託事業として、草加市の協力を得て、子供の健康に関する保護

者へのアンケート調査を行っている。 
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３ 生涯を通じた女性の健康支援 

 

（１）思春期保健事業：平成２年度事業開始 

 思春期の子供たちが、性に関する正しい知識を得て、自らの意思により行動し、自

らの課題を解決するために、思春期保健事業を実施する。 

 思春期の身体的、精神的な健康を目指し、予期せぬ妊娠を防ぐとともに、将来、親と

なったときに、健康的に子供を産み育てるための一助とする。 

 また、思春期の子供たちを地域で支えるため、家族や関係者を対象に、思春期の健

康や心身の発達、課題についての知識の普及を行う。（一般社団法人埼玉県助産師会に

委託して実施） 

 

（２）女性健康支援センター事業：平成９年１月事業開始 

 保健所において、女性とその家族を対象に、妊娠、避妊、不妊、更年期障害など女性

特有の健康問題に関する電話相談等を行う。(平成２３年６月まで（社）日本助産師会

埼玉県支部（現：一般社団法人埼玉県助産師会）に委託して実施。その後、各保健所に

おいて実施） 

 表 4-6 保健所における主な相談内容（R２年度） 

相談

種別 
思春期 

妊娠・ 

避妊 
不妊 不育 ﾒﾝﾀﾙｹｱ 更年期 

婦人科

疾患 
その他 計 

件数 309 63 1,633 0 5,572 4 6 1,951 9,538 

 

（３）にんしんＳＯＳ相談事業：平成３０年７月事業開始 

  予期せぬ妊娠で悩んでいる方の相談窓口「にんしんＳＯＳ埼玉」を設置し、電話相 

 談・メール相談を行い、必要に応じて子育て世代包括支援センター等の関係機関につ 

 ないでいる。（特定非営利活動法人ピッコラーレに委託して実施） 

 表 4-7 にんしんＳＯＳ相談事業相談数（R２年度） 

相談

種別 

妊娠・ 

避妊 

思いがけ

ない妊娠 
中絶 

妊娠・出産

前後の不安 

出産・

養育 
その他 

再掲（相談方法） 

電話 メール 

件数 449 199 34 38 5 38 延 551 延 1,911 
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（４）不妊専門相談センター事業：平成９年１月事業開始 

 不妊に悩む夫婦を対象に、不妊治療専門医による不妊に関する面接相談を行う。ま

た、不妊相談担当者に対する研修会を行う。（学校法人埼玉医科大学（埼玉医科大学総

合医療センター）に委託して実施） 

 表 4-8 不妊専門相談センター事業相談数    （人） 

年度 H28 H29 H30 R元 R2 

人数 94 114 59 44 41 

 

（５）不妊・不育症に関する電話相談：平成２４年４月事業開始 

 不妊・不育症に悩む夫婦を対象に、助産師による電話相談を行う。また、平成２６年

度からは、妊娠に関する相談も受け付けている。（一般社団法人埼玉県助産師会に委託

して実施） 

 表 4-9 不妊・不育症に関する電話相談事業相談数（人） 

年度 H28  H29 H30 R元 R2 

人数 199 248 191 201 245 
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（６）不妊治療費助成事業：平成１６年度事業開始 

 不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精については、１回の治療費が高額であるこ

とから、これに要する費用の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図る。 

 

年度 助成内容 所得要件 対象治療 

H16 

H17 
◆ 年間 10万円を上限に、通算 2年。 夫婦合計 

650万円 

未満 体
外
受
精
・
顕
微
授
精
（
指
定
医
療
機
関
で
行
っ
た
治
療
に
限
る
） 

H18 ◆ 年間 10万円を上限に、通算 5年。 

H19 

H20 
◆ 1回の治療につき 10万円を上限に年 2回まで、通算 5年。 

夫婦合計 

730万円 

未満 

H21 

H22 
◆ 1回の治療につき 15万円を上限に年 2回まで、通算 5年。 

H23 

H24 

◆ 1回の治療につき 15万円を上限に、1年度目は 1年度当たり 

3回まで、2年度以降は 1年度当たり 2回まで。 

通算 5年(ただし、通算 10回を超えない。)。 

H25 

◆ 1回の治療につき 7万 5千円又は 15万円（治療内容による）を上限に 1

年度目は 1年度当たり 3回まで、2年度以降は 1年度当たり 2回まで。

通算 5年(ただし、通算 10回を超えない。) 

H26 

◆ 1回の治療につき7万5千円又は15万円（治療内容による)を上限に通算5年

・通算10回まで。ただし、1年度目は1年度当たり3回まで、2年度目以降は

1年度当たり2回まで。 

◆ 平成26年度以降に新規で助成を受ける場合、当該助成にかかる治療期間

の初日における妻の年齢が40歳未満の場合は、通算6回まで。（年間助成回

数及び通算助成期間制限なし） 

H27 

◆ 平成28年1月20日以後に終了した治療を対象に初回の申請に限り30万円

を上限に助成。 

◆ 特定不妊治療の一環として行った男性不妊治療（精子採取術）に対し別

途15万円を助成（H28.1から助成開始、1月20日以降に治療を終了したも

の。） 

◆ その他助成回数等は平成26年度と同じ。 

 

男
性
不
妊
治
療 

H28 

H29 

H30 

◆ 初めて助成を受けた治療の開始日における妻の年齢が40歳未満の場合

は43歳になるまで通算6回まで。40歳以上の場合は43歳になるまで通算3

回まで。（平成27年度までに助成を受けた回数も含む。） 

◆ その他、助成金額・助成対象治療は平成27年度と同じ。 

R元 
◆ 男性不妊治療の初回申請に限り、30万円を助成。 

◆ その他、助成金額・助成対象治療は平成30年度と同じ。 

R2 

◆ 令和3年1月1日以降に終了した治療を対象に助成拡充。 

・助成額  30万円／回（または、10万円／回） 

・助成回数 子ども1人あたり、6回または3回まで 

・所得要件 廃止 

・夫婦要件 法律上の婚姻をしている夫婦・事実婚夫婦 

なし 
（R3.1.1～） 

※男性不妊治療費への助成は、県単独事業で H27.4.1から開始。国事業の創設(H28.1)により県単独事業は廃止。 

※国の制度による助成回数を超えて行う第 2子以降を授かるための不妊治療費への助成は、県単独事業で H29.4.1か

ら事業開始。国事業の制度改正（R3.1）により県単独事業は令和 2年度で廃止。 

 



- 43 - 

 

表 4-10 不妊治療費助成件数（さいたま市・川越市・越谷市・川口市(H30～)を除く） 

年度 H28 H29 H30 R元 R2 

実組数 3,282 3,309 2,835 2,398 2,607 

延件数 5,641※1 5,578※2 4,919※3 4,090※4 4,421※5 

※1 国庫男性不妊治療助成 54件を含む 

※2 国庫男性不妊治療助成 45件を含む 

※3 国庫男性不妊治療助成 25件を含む 

※4 国庫男性不妊治療助成 29件を含む 

※5 国庫男性不妊治療助成 29件を含む 

 

（７）早期不妊検査費助成・早期不妊治療費助成・２人目以降特定不妊治療費助成・ 

不育症検査費助成 

ア 早期不妊検査費助成（愛称：こうのとり健診推進事業）：平成２９年度事業開始  

妻年齢４３歳未満の夫婦を対象に不妊検査費を助成（上限２万円） 

実施主体：市町村（県 10/10） 全市町村実施（R2.3.31現在） 

 

イ 早期不妊治療費助成：平成２９年度事業開始 

妻年齢３５歳未満の夫婦を対象に、初回の特定不妊治療費に対して上乗せ助成 

（上限１０万円） 

実施主体：市町村（県 1/2） 62市町村実施（R3.3.31現在） 

 

ウ ２人目以降特定不妊治療費助成：平成２９年度～令和２年度 

２人目以降は特定不妊治療費助成における国の回数制限（６回）を超えて助成 

実施主体：県、さいたま市、川越市、越谷市、川口市（県 10/10）  

 

エ 不育症検査費助成：平成３０年度事業開始 

妻年齢４３歳未満の夫婦を対象に不育症検査費を助成（上限２万円） 

実施主体：市町村（県 10/10） 62市町村実施（R3.3.31現在） 

 

表 4-11 早期不妊検査費･早期不妊治療費･２人目以降特定不妊治療費･不育症検査費

助成件数 

年度 H29 H30 R元 R2 

早期不妊検査費助成 1,807   2,442 2,470 2,485 

早期不妊治療費助成 477 750 916 1,029 

２人目以降特定不妊治療費助成 166 242 275 229 

不育症検査費助成 - 274 351 391 
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４ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 

 慢性的な疾病を抱える児童及びその家族の負担軽減及び長期療養をしている児童

の自立や成長支援について、地域の社会資源を活用するとともに、利用者の環境等に

応じた支援を行う。 

 平成２６年５月３０日の児童福祉法の一部改正により、小児慢性特定疾病児童等の

自立を支援する事業の実施が定められた。平成２７年１月１日から、母子保健体制強

化事業等による既存事業の一部が、小児慢性特定疾病児童等の自立を支援する事業と

して位置付けられた。 

 

（１）相談支援事業 

  

ア 長期療養児教室 

 疾病により長期にわたり療養を必要とする児童等やその保護者を対象とし、疾

病についての知識・療養生活の方法などを伝えるとともに、保護者同士の交流や

役立つ情報の紹介を行い、地域における長期療養児の健やかな成長を支援する。 

 また、必要に応じて学校や企業等に対し疾病の理解促進のための情報提供・周

知啓発を目的とした研修会を開催する。 

  令和２年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、事業を縮小し実施し  

 た。 

 

 表 4-12 長期療養児教室の実施状況 

 H28年度 H29年度※ H30年度 R元年度 R２年度 

実施保健所数 13 13 13 13 5 

延開催回数 18 23 15 18 6 

参加親子等延人数 374 506 319 399 119 

  ※平成 29年度に事業実施要領を改正         （健康長寿課調） 

 

イ 小児慢性特定疾病児童等ピアカウンセリング事業 

 小慢児童等を養育している親等が、日常生活を送る上で抱えている不安や悩み

について、同様の経験のある養育者等から助言を受ける講座等を一般社団法人埼

玉県障害難病団体協議会に委託して実施する。実施に当たっては保健所が協力し

ている。 
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  表 4-13 ピアカウンセリング事業の実施状況 

年度 地域 回数 
参加者数 

(延人数） 
対象疾患群と内容 

H28 春日部 熊谷 各2 103 
全疾患（在宅療養児の災害時対策、

学校生活） 

H29 草加 狭山 各2 114 
全疾患（慢性疾病児の日常生活、災

害対策、学校生活） 

H30 加須 坂戸 各2 106 
全疾患（慢性疾患児の日常生活、学

校生活） 

R元 東松山 幸手 各2 148 
全疾患（慢性疾患児の学校生活、発

達・運動、きょうだい・家族支援） 

R2 南部 鴻巣 

各2 
（オンラ

イン開

催） 

119 
全疾患（慢性疾患児の学校生活、発

達・運動、きょうだい・家族支援） 

 ※参加者には、関係者を含む。 

 

（２）相互交流支援事業：平成２９年度事業開始 

 小児慢性特定疾病児童等が相互に、又はボランティア等と交流することで、コミュ

ニケーション能力の向上、情報の交換及び社会性を育み、もって小児慢性特定疾病児

童等の自立促進を図る。県内の医療機関や患者団体に委託して実施。 

 

 表 4-14 相互交流支援事業実施状況 

年度 受託者 実施日 宿泊 事業 
参加者

数 

R 元 

埼玉県心臓病の子

どもを守る会 

R1.11.23 無 クリスマス親子交流会 16 

R1.8.17～8.18 有 
こころひとつにハートふれ

あいキャンプ 2019 
16 

埼玉医科大学 

小児科学教室 
R1.8.18～8.21 有 

第 42 回アレルギーサマース

クール 
19 

R2 

ニモカカクラブ 

R2.8.1 

R2.10.10 

R2.12.28 

無 
令和２年度地域交流イベン

ト 
15 

埼玉県心臓病の子

どもを守る会 
R2.12.19 無 

オンライン クリスマス親子

交流会 
16 

 

 

  




